
ITを含む内部監査機能の変革支援
デジタルツールの活用による効率的かつ正確なグローバル対応

有限責任監査法人トーマツ



グローバル企業におけるITガバナンスの課題

現在、多くの企業がIT基盤の分断やセキュリティ管理
のばらつきに直面しており、統一的なITガバナンスの実
現が困難な状況にあります。各子会社が独立して運
用を行っているため、セキュリティリスクが増大し、非効
率なIT運用やリソースの重複が運用コストの増加を招
いています。

このような課題は、以下のような深刻な影響をもたらし
ます。
• データ漏洩や不正アクセスなどのセキュリティリスク

の拡大
• グループ全体での情報共有や意思決定の遅れ
• 長期的な視点での競争力の低下

これらの課題に対応し、持続可能な成長を実現する
ためには、効率的で統一されたITガバナンス体制の構
築が急務です。

これらの課題を解決するためのアプローチ：

１．グループ企業のIT環境を診断し、ツールを活用し
てリスクを迅速かつ的確に可視化

まず、グループ企業全体のIT環境を診断し、専用ツー
ルを活用してリスクを迅速かつ的確に可視化します。こ
れにより、IT基盤とセキュリティ体制を包括的に評価し、
存在するリスクや現状の問題点を明確化します。

また、「Automated Controls Testing Tools
（ACTT）」などのデジタルツールを活用し、効率的か
つ正確な診断を行います。その診断結果を基に、具
体的な改善策を提案し、課題解決を加速します。

さらに、第三線の内部監査機能を再定義するとともに、
第二線組織との連携を強化することで、全社的なリ
スクの可視化を実現します。これらの取り組みにより、
グループ企業のIT環境の現状を詳細に把握し、リスク
を適切に管理するための基盤を構築します。

分断されたIT基盤とセキュリティのばらつきによるリスクと非効率性を解消す
るための、具体的かつ効果的な取り組みの推進



2. ロードマップの作成

次に、現状の課題に対応するため、中央集権型と分散型のバランスを考慮したITガバナンス体制の構築を目指します。これにより、組織全体で統制を効かせながら、
各子会社や部門の独立性も確保し、柔軟かつ効率的な運用を実現することが求められます。

ロードマップを作成する際には、「人」「プロセス」「ツール（テクノロジー）」という3つの軸を基盤として、具体的に何を成し遂げるべきかを検討することが重要です。「人」
の観点ではITガバナンスを担う人材の育成や役割の明確化を行い、「プロセス」の観点では統一的な運用方針やポリシーの策定、評価基準の設定を進めます。そして、
「ツール（テクノロジー）」の観点ではデジタル技術を活用したモニタリングやリスク診断を支えるシステムを整備し、効率的な運用を実現します。

イメージ図に示された取り組みを基に、各年度の計画を段階的に実施することで、企業のIT環境を体系的に再構築し、リスク管理と効率的な運用を両立させた、現
実的で持続可能なガバナンス体制の確立を目指します。これにより、短期的な課題への対応から長期的なIT戦略を見据えた取り組みまで、企業全体の競争力とIT
基盤の強化に向けた道筋を明確化することが可能となります。

ACTTのご紹介

デロイトは、IT課題の迅速かつ効率的な識別のために「ACTT」
を活用しています。

ACTTは、グローバル基準でベンチマークされた理想的な統制モ
デルをもとに、現状とのギャップを自動的に抽出・分析する先進
的なツールです。
主にシステムやインフラの設定情報を自動収集し、詳細な分析
を行うことで、システム設定やユーザー権限に関する潜在的な課
題を明確にします。

さらに、従来は何百時間も要していた評価作業を大幅に短縮
し、短期間で高品質な分析結果をご提供できる点もACTTの
大きな特長です。

ITガバナンスの継続的な改善
IT管理態勢やITリスクへの対応施策を踏まえ、組織全体
のITガバナンスをモニタリングし、継続的な改善を推進
段階的にIT管理レベルを向上させる取り組みを実施

攻めと守りを両立したITガバナンスの構築
• リスク管理やセキュリティ強化といった防御的側面と、

攻めのIT戦略のバランスを考慮したITガバナンスを構築
• データアナリティクスやデジタルトランスフォーメーション

（DX）を見据えた「攻めの」ガバナンス戦略を提案

具体的な事項（案）
戦略に応じた以下を含むガバナンス戦略の構築：
• データ管理統制
• アクセス管理
• セキュリティ統制
• ルールの標準化



デロイトトーマツの強み・実績

デロイトトーマツは、グローバル企業におけるITガバナンス強化を支援し、サイバーリスクの低減、統一的なITガバナンス体制の構築、IT運用の効率化とコスト削減、
グループ全体での情報共有と意思決定の迅速化といった成果を実現してきました。
実際の事例として、専用ツール「ACTT」を活用した診断により不正アクセスリスクを特定し、セキュリティの強化と運用コスト削減を達成するなど、具体的な成功
例も数多くあります。また、導入プロセスにおいては、「現状の診断」「ロードマップ策定」「改善の実行とモニタリング」の3ステップを軸に、専用ツールや高品質なIT
監査資料を活用してプロセスを視覚的に明示しながら、効率的かつ透明性の高い支援を提供します。

さらに、グローバルネットワークを活用した専門的なサポート、ACTTなどの最新ツールによる迅速な診断、業界のベストプラクティスに基づくガバナンス戦略の構築と
いった強みを活かし、企業ののITガバナンス強化を通じて、競争力向上と持続可能な成長を実現するパートナーとして貢献します。
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